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日商簿記検定対策
（問題用紙・答案用紙）




第7回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿商　業　簿　記＿
【第1問】問題用紙（20点）
 下記の各取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目から最も適当と思われるものを選び、記号で解答すること。
[bookmark: _Hlk214968220]１．㈱田代産業は、機械装置¥13,500,000の取得にあたり、国庫補助金¥4,875,000を受け取り、これに関する会計処
理も適切に行っていたが、本日、当該国庫補助金を返還しないことが確定したため、直接減額方式による圧縮記帳を行った。
ア.当座預金  イ．未払金  ウ．備品  エ．国庫補助金受贈益  オ．機械装置  カ．固定資産圧縮損               キ．減価償却累計額
　　　　　　
２．満期まで保有する目的で国債(額面¥45,000,000) を @¥100につき@¥99.45で購入した。なお、購入代金および前利払日から購入日までの経過利息¥97,500は3日後に当座預金で決済する予定である。
　ア．当座預金 イ．未払金 ウ．満期保有目的債券 エ．有価証券利息 オ．その他有価証券 カ．支払利息
 キ．買掛金
    

３．×9年4月1日に商品配送用のトラック2台をリース契約により取得した。リース契約の内容は以下のとおりで
　ある。なお、このリース取引はファイナンス・リース取引であり、利子抜き法により処理する。利息の配分方法は
　定額法による。
　　リース期間:５年
　　リース料:月額¥450,000/台(毎月末、1か月分を均等後払い)
　　見積現金購入価額:¥25,200,000/台
ア.当座預金　イ．備品　ウ．支払リース料　エ．リース資産　オ．支払利息　カ．未払金　キ．リース債務
　　　　
４．浦田商事株式会社(年1回決算、3月31日)の6月28日の株主総会において繰越利益剰余金¥14,280,000を財源
として、次のとおり処分することが承認された。なお、株主総会時における資本金は¥30,000,000、資本準備金は 
 　¥3,000,000、利益準備金は¥1,410,000であり、発行済株式数は5,000株である。
　　　株主配当金:1株につき¥1,800
　　　利益準備金:会社法で定める必要額
　　　別途積立金:¥2,100,000
ア．現金預金 イ．未払配当金 ウ．資本金 エ．資本準備金 オ．利益準備金　カ．別途積立金 キ．繰越利益剰余金 ク．損益
　　         
５．小見山総研株式会社は、研究開発部門のみで使用し、他の目的には転用できない仕様の機械装置 ¥5,760,000お
　よび備品¥1,350,000を購入し、10%の消費税をあわせた金額を月末に支払うこととした。消費税については税抜方
　式で処理を行っている。
　ア.当座預金　イ．機械装置　ウ．研究開発費　エ．未払金　オ．仮払消費税　カ．仮受消費税　キ．備品
　　　　



【第2問】問題用紙（20点）
次に示した当社の [資料] にもとづいて、答案用紙の株主資本等変動計算書(単位：千円)に適切な金額を記入し て完成させなさい。ただし、金額が負の値のときは、金額の前に△を記すこと。なお、会計期間は×5年4月1日から×6年3月31日までの1年間である。本間において税効果は考慮しない。
[資料]
１．前期末(×5年3月31日) の決算にあたって作成した貸借対照表において、純資産の部の各項目の残高は次のとおりであった。
資  本  金：180,000千円　　資本準備金：27,000千円　　その他資本剰余金： 9,000千円
利益準備金：  5,490千円　  別途積立金： 2,700千円　　 繰越利益剰余金 ：12,150千円
その他有価証券評価差額金：450千円(貸方残高)

２．×5年6月28日に開催された定時株主総会で、次の議案が承認された。
(1) その他資本剰余金を財源として6,750千円の配当を行い、あわせて会社法の定める金額を法定準備金として積み立てる。
(2) 繰越利益剰余金を財源として9,000千円の配当を行い、あわせて会社法の定める金額を法定準備金として積み立てる。
(3) 繰越利益剰余金を財源として1,350千円を別途積立金として積み立てる。

３．×5年10月1日に岩佐株式会社を吸収合併し、新たに当社の株式3,750株(時価@６千円)を同社の株主に交付した。同社から引き継いだ諸資産、諸負債は次のとおりである。なお、株式の交付に伴って増加する株主費本のうち、70%を資本金、20%を資本準備金、10%をその他資本剰余金とした。

諸資產：帳簿価額 32,400千円　　時価 36,000千円
諸負債：帳簿価額 14,400千円 　 時価 14,400千円

４．その他有価証券は、前期に長期利殖の目的で取得した株式であり、その時価等は次のとおりである。なお、時価評価は全部純資産直入法を採用している。
取得原価：10,800千円　　前期末時価：11,250千円　　当期末時価：11,520千円
５．決算の結果、当期純利益45,000千円を計上した。













【第3問】問題用紙（20点）
次の[決算整理前残高試算表]および[決算整理事項およびその他修正事項]にもとづいて、答案用紙の決算整理後残高試算表を完成させなさい。なお、会計期間は×8年4月1日から×9年3月31日である。また税効果会計は摘要外とする。
[決算整理前残高試算表]　　　　　　　　　　　　　　
決算整理前残高試算表 　（単位：円）[決算整理事項およびその他の修正事項]
	借　方
	勘 定 科 目
	貸　方

	835,800
	現金預金
	

	
	現金過不足
	10,800

	216,000
	電子記録債権
	

	198,000
	売掛金
	

	110,400
	繰越商品
	

	720,000
	建物
	

	216,000
	備品
	

	276,000
	満期保有目的債券
	

	？
	ソフトウェア
	

	
	貸倒引当金
	12,000

	  
	退職給付引当金
	97,200

	
	建物減価償却累計額
	162,000

	
	備品減価償却累計額
	？

	
	資本金
	1,815,600

	
	利益準備金
	36,000

	
	繰越利益剰余金
	6,000

	
	売上
	966,000

	
	有価証券利息
	3,000

	471,600
	仕入
	

	60,000
	給料
	

	？
	退職給付費用
	

	21,600
	保険料
	

	3,162,600
	
	3,162,600


１．現金過不足￥10,800の原因を調べたところ、売掛金　
￥25,200を現金で回収していた際に、誤って￥14,400と記　
帳していたことが判明した。
２．機械装置を以下の条件で期中に取得したが、これに関す
る処理すべてが未処理である。
期中に国庫補助金￥150,000を現金で受領し、これに自己
資金￥450,000を加えて機械装置￥600,000を購入し、代
金は現金で支払った。その後、3月1日より事業の用に供
している。なお、直接減額方式による圧縮記帳を行う。
３．売上債権の期末残高に対し３％の貸倒引当金を見積もる。
差額補充法により処理すること。　
４．期末商品棚卸高は、以下のとおりである。売上原価の計算
は仕入℀で行う。ただし、棚卸減耗損と商品評価損は独立
の科目として表示する。なお、下記に示す正味売却価額は
実地棚卸高に対するものである。
　　帳簿棚卸高　￥116,496
　実地棚卸高　￥112,824
　　正味売却価額　￥111,600
５．退職給付引当金は、年度見積額￥14,400の12分の１を計
上しており、決算月も同様にする。
６．満期保有目的債券は前期首に購入したもので、額面総額
￥300,000、償還日までの残余期間は当期を含めて4年、利
率年１％、利払日は9月末、3月末の年2回の条件で割引
発行されたものである。償却原価法を適用して評価替えを行う。
７．固定資産の減価償却を次の要領で行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建　　物　耐用年数は40年、残存価額は10％、定額法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　備　　品　償却率25％　定率法　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機械装置　耐用年数　5年　200％定率法
８．ソフトウェアは5年間の定額法で償却しており、期首時　　
点で取得後1年が経過している。なお、当期に変動はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．保険料は、×３年から毎期継続して12月1日に向こう１年分の保険料を一括して支払っているものであり、保険料の金額にこれまでの変更はない。



＿工　業　簿　記＿
【第4問】問題用紙（28点）
⑴  勅使河原工業における下記の一連の取引について仕訳しなさい。ただし、同社は工場会計を独立させており、勘定科目は、設問ごとに最も適当と思われるものを選び、答案用紙の（　　）の中に記号で解答すること。
１．当月、素材1,200㎏（購入代価2,400円/kg）、買入部品4,500個（購入代価240円/個）、燃料6.000ℓ（購入代価270円/ℓ）、工場消耗品360,000円（購入代価）を掛けで購入し倉庫に納入した。なお、素材と買入部品の購入に際しては購入代価の5%を材料副費として予定配賦している。
ア．材料 イ．賃金 ウ．経費 エ．製造間接費 オ．仕掛品 カ．材料副費 キ．材料副費配賦差異
ク．本社元帳

２．当月、素材1,800,000円、買入部品360,000円、燃料90,000円および工場消耗品180,000円を消費した。
 ア．材料 イ．賃金 ウ．経費 エ．製造間接費 オ．仕掛品 カ．材料副費 キ．材料副費配賦差異
ク．本社元帳


３．当月における材料副費の実際発生額は225,000円であり、予定配賦額と実際発生額の差異を材料副費配賦差異勘定に振り替えた。
  ア．材料 イ．賃金 ウ．経費 エ．製造間接費 オ．仕掛品 カ．材料副費 キ．材料副費配賦差異
ク．本社元帳


⑵下記の【資料】にもとづき、答案用紙の製造原価報告書を完成しなさい。
【資料】
１．材料の消費
月初有高72,000円、当月仕入高5,358,000円、月末有高90,000円であった。また、当月材料消費額のうち
940,500円は間接材料費であった。
２．賃金・給料の消費
直接工については、前月未払高114,000円、当月支払高2,287,500円、当月未払高120,000円、間接工については、前月未払高60,000円、当月支払高328,500円、当月未払高54,000円であった。また、事務職員については、前月未払高 24,000円、当月支払高174,000円、当月未払高30,000円であった。なお、当月における直接工の作業時間は、すべて直接作業時間であった。
３．経費の消費
水道光熱費960,000円、保険料660,000円、減価償却費1,380,000円、その他174,000円であった。なお、当月に消費した経費は、すべて間接経費であった。
４．製造間接費は直接労務費の200%を予定配賦した。
５．製造間接費配賦差異は売上原価に賦課する。
６．仕掛品の有高
月初有高は120,000円、月末有高は180,000円であった。



【第5問】問題用紙（12点）
 　次の[資料]にもとづいて、答案用紙の損益計算書を完成しなさい。なお、当社では直接原価計算による損益計算書　を作成している。
[資料]
１．棚卸資産有高
　　　　　　　　　　　　　期 首 有 高 　　　期 末 有 高　
      原  料       　　　　 　960,000　　　  　830,000
　　　仕掛品（※）　　　　  1,170,000　　     1,280,000
　　　製　品（※）　　　  　1,420,000　　     1,250,000
   （※）変動製造原価のみで計算されている。

２．賃金・給料未払高
期首未払高 　　 　期末未払高　　 
    　　直接工賃金　　  　440,000　　      　410,000
　　　　間接工賃金　　　  110,000　　　　     96,000
　　　　工場従業員給料　　    170,000　　　　    160,000

　３．原料当期仕入高　　　  7,760,000

４．賃金・給料当期支払高
直接工賃金　   3,280,000
　　　　間接工賃金　　  1,020,000
　　　　工場従業員給料　    1,440,000

５．製造経費当期発生高
　　　　電  力  料　       374,000
　　　　保  険  料       　420,000
　　　　減価償却費         528,000
　　　　そ  の  他　       370,000

６．販売費・一般管理費
　　　　変動販売費　    　1,310,000
　　　　固定販売費         812,000
　　　　一般管理費         950,000

７．その他
　⑴　直接工は直接作業のみ従事している。
　⑵　変動製造間接費は直接労務費の40％を予定配賦している。配賦差異は変動売上原価に賦課する。
　⑶　間接工賃金は変動費、工場従業員給料は固定費である。
　⑷　製造経費のうち電力料のみが変動費である。
　⑸　一般管理費はすべて固定費である。
